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博士学位論文要約 

 

論文題目： 準市場理論による介護保険制度の研究 

      ―利用者の選択性がサービスの質の向上に与える影響について 

 

氏名：   根本 輝 

 

要約： 

 

Ⅰ．研究目的と背景  

本論文の研究主題は，介護保険制度のサービスの質をどのような政策手法によって向上

できるのかを考察することである．日本の介護保険制度における介護サービスの質の確

保・向上は，要介護高齢者の増加，介護人材の不足と相まって喫緊の課題である．本論文

はこの課題に対して，政策提言を行うものである． 

国内では急速な少子高齢化が進み，介護家族の問題，社会的入院など，高齢者福祉領域

におけるニーズに応答するべく，民間企業の参入などの議論が進んできた．これまで，こ

うした議論は民間企業の参入が福祉国家の発展を妨げるものとして扱われてきた．とりわ

け，医療・福祉分野に民間企業が参入することで利益追求志向が強くなり，サービスの質

が向上しないと考えられてきた．しかし，一方で，旧来の措置制度は主要な対象者が限定

的であり，利用者に選択権がなく，そのうえ非効率的であると厳しい評価がなされていた．

そこで，政府は介護サービスの効率化と利用者本位のサービス提供という転換を実現させ

るため，新たな政策手法である準市場を採用したのである．これによって，日本の高齢者

福祉領域は大きな変革がもたらされた． 

こうした高齢者福祉領域の制度設計の変更は日本国内に限定されたものではなく，すで

に多くの先進諸国においても見られている．先進諸国では少子高齢化と医療技術などの急

速な発展の基盤の中で，肥大化する公共サービスの費用抑制が共通の課題となってきた．

そこで，各国は社会保障費の増加に対して準市場の手法を採用し，効率化とサービスの質

の向上を目指した．準市場（quasi-market）とは，公共サービスにおいて国家による資金

提供を維持しながらも，民間・非営利部門を含むサービス供給者間に契約をめぐって競争

させる枠組みを意味する（Le Grand et al 1993）．この枠組みによって，公共領域におい

て市場原理が作用し，社会保障費が抑制され，供給者間の競争によって良質なサービスが

保持された政策展開をすることが可能となった．つまり，介護保険制度は，効率的で，か

つ介護サービスの質の向上が目指された政策である． 

 

Ⅱ．研究の概要 

序章では，研究目的について述べている．研究背景として日本の介護保険制度は供給主

体を多元化し，競争原理を導入することでサービスの質の向上を目指して設計された．し

かし，制度は虐待件数の増加，介護職員の不足など，サービスの質について課題を抱えて

いる．こうした課題に対し，先行研究では準市場を評価する 4 つの評価基準（効率性・応

答性・選択性・公平性）のうち，応答性と選択性に課題があると指摘されてきた．応答性



や選択性がサービスの質に影響することについて，一部実証研究も見られているが，意識

調査であり，より客観的な実測値による実証研究は行われていない．本論文は，この課題

を実証的に明らかにするものであり，その研究意義を示している． 

第 1 章では，介護保険制度の政策分析を行うにあたって，分析枠組みとなるル・グラン

らの準市場理論を考察している． 

準市場理論とは，イギリスの経済学者ジュリアン・ル・グランらが提唱した理論である．

多元的な供給体制である準市場は，国家による一元的なサービス提供に比べ，サービスの

質が向上することが可能であるとする．そのためには，準市場が，市場構造の転換，情報

の非対称性の緩和・防止，取引費用と不確実性への対応，動機付け，クリームスキミング

の防止の 5 つの成功条件を満たすことが必要であるとした．そして，これらの成功条件は，

効率性，応答性，選択性，公平性の 4 つの評価基準を用いて評価する分析枠組みを提示し

ている．ル・グランらの準市場理論は，イギリスの公共サービスの提供体制の改革を理論

的に支えたものと評価されており，日本においても準市場に関する代表的な理論として紹

介されている．しかし，なぜ準市場理論は 4 つの評価基準となっているのか，また理論の

内的関係性などについては十分に明らかになっていない． 

そこで 1 章では，ル・グランの準市場理論の形成に影響を与えた新制度派経済学のオリ

バー・ウィリアムソンの取引コスト理論と，ル・グランの準市場理論の関係を比較検討し

ている．その結果，取引コスト理論では，効率性のみであった評価基準に対し，ル・グラ

ンらが応答性，選択性，公平性の 3 つを評価基準として加えたのかを明らかとした．特に，

準市場において応答性と選択性の評価基準がサービスの質に大きくかかわっていることを

明らかとした．さらに理論考察によって，本論文が準市場理論を用いた研究として一貫性

を持ち，説明可能な範囲を明確化している． 

第 2 章では，1 章で検討した準市場理論によって介護保険制度を概観し，研究仮説を設

定している．先述したように，先行研究では 4 つの評価基準の観点から介護保険制度の評

価がなされ，応答性と選択性に課題が指摘されてきた．しかし，これらの先行研究は，制

度設計から現在までの政策議論を評価基準によって考察したものではない．そのため，ど

の評価基準に議論が蓄積されてきたか，また，それがどのように制度に影響を及ぼしてい

るか，が明らかとされていない．そこで，本研究は制度設計から現在までの政策議論を 4

つの評価基準によって捉え直している． 

その結果，選択性は，制度設計時からサービス供給主体の不足をどのように増加させる

かが課題となっており，過疎地や地域特性によって十分に確保できていなかった．この課

題に対して，政府は自治体に介護保険事業計画の作成を義務付けなどの施策を行ってきた

が，課題解決には至っていない．また，介護保険制度は利用者がサービスを選択すること

もできるが，基本的にはケアマネジャーがケアプランを作成し，利用者の選択性を補助す

る仕組みが採られているため，代理人を媒介することの是非が課題となっている．さらに

ケアマネジャーは，制度設計時より利用者のニーズに即応することを目的として，サービ

ス供給主体である法人に雇用されることが認められてきたため，自らが所属する法人の供

給主体へとサービス利用を促しやすいという課題があった．政府はこうした選択性の縮小

に対して特定事業所集中減算などのペナルティを設けてきたが，充分に機能してこなかっ

た． 



次に，応答性は，利用者のニーズに沿ったサービスが提供できるかを測定するものであ

る．応答性の課題について，政策は専門性を持った介護人材の適切な配置によって対応し

てきた．しかし，介護福祉士などの資格創設，介護職員処遇改善加算，サービス提供体制

加算などの充実が図られても，マンパワーの不足は解決されていない．さらに近年では，

外国人介護者へ要請を実施しているが，現在でも大きな課題である． 

以上のような検討から，選択性における利用者を支える仕組みに課題があることが明ら

かとなった．ケアマネジャー自らが関連するサービス事業所の利用を優先するケアプラン

を作成し，その結果として利用者の選択性を低下させることは，理論的にはサービスの質

の低下を招くと考えられるが，実際にどの程度影響を与えているか実証研究が不足してい

ることが課題であることを指摘した． 

第 3 章では，選択性の課題をより実証的に検証するため「利用者の選択性が向上するこ

とで，サービスの質は向上する」と研究仮説を設定し，調査分析を実施した．本研究の調

査対象事業所は，千葉県木更津市，君津市，袖ケ浦市，市原市，富津市の在宅サービスを

行う介護事業所である．5 つの市におけるすべての在宅サービスを提供する介護保険事業

所に質問紙票を配布し，回答を得られた事業所を研究対象とした．質問紙票は 461 事業所

に送付し 113事業所から回答が得られ，回収率は 24.5％であった． 

分析モデルは，サービスの質を要介護度維持改善率として代理変数，利用者の選択性を

外部ケアマネジャーの紹介率を代理指標とした．そのうえで，要介護度維持改善率を被説

明変数とし，外部ケアマネジャーの紹介率と先行研究からサービスの質に影響すると考え

られる 13要因を加え，重回帰分析を行っている． 

分析の結果，外部ケアマネジャーの紹介率のみが有意な要因として抽出されたが，自由

度調整積み決定係数は，R2＝0.220 に留まった．そこで，サービス種類別に重回帰分析を

行った．通所介護では 3 要因（R2＝0.543），訪問介護では 4 要因（R2＝0.695），地域密着

型通所介護では 3要因（R2＝0.454）が抽出され，決定係数も高い値が示された．そして，

いずれのサービスにおいても外部ケアマネジャーの紹介率が，要介護度維持改善率に高い

寄与率を示していた． 

第 4章では，本研究における理論上の帰結と実証研究の結果から，政策提言を試みてい

る． 

本研究の政策提言は，利用者の選択性の拡大である．前章の調査分析により外部ケアマ

ネジャーの紹介率が要介護度維持改善率に影響を与えていることが示された．現在の介護

保険政策においても，特定事業所集中減算を行うことで，ケアマネジャーが同一法人への

利用者紹介率が 80％を超えると報酬減算が適用される．しかし，本研究の結果では，同一

法人内に居宅介護支援事業所を持っていても，要介護度維持改善率の高い事業所が見られ

た．そうした事業所の外部ケアマネジャーの紹介率は，平均で 70％程度であり，要介護度

維持改善率の低い事業所の 45％程度であったことから，外部ケアマネジャーの紹介率が

70％を超える事業所には新たに介護報酬加算を創設することを提言している．また囲い込

みを行う事業所には厳しい報酬減算を設定し，同一法人内に居宅介護支援事業所を持たな

い事業所に対する新規加算も提言している． 

近年の介護保険制度の政策は，利用者の選択性を縮小する政策に舵を切ってきた．経済

状況に応じてサービス費用を増加し，また要介護状態によって特別養護老人ホームへの入



所制限を行ってきた．理論上，こうした条件整備は利用者の選択性への問題のみならず，

応答性，効率性への影響が懸念される．それゆえ，本研究が提言する利用者の選択性を拡

大するインセンティブ構造は，こうした課題に対し，供給主体の行動変容を促し，サービ

スの質向上が図られ，より効率的な制度設計を可能にすると考えられる． 

以上のような結果を通じて，本研究は，介護保険制度がより良く運営されることを望

み，結びとする． 
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